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　4月1日からの各種使用料・手数料の改定については、その全容を広報いなぎ1月15日号でお知らせしました。また、
掲載しきれない算定基準の資料などは、市�に掲載し、説明をしています。
　今回、その後に寄せられた意見・質問などを整理し、それに関する回答を掲載します。
　改定額や算定基準などは、広報いなぎ1月15日号・市�をご覧ください。疑問などがありましたら、各担当あてにお問
い合わせください。ご理解とご協力をお願いします。�������������������■問企画政策課企画政策係

使用料・手数料の改定手続きは？

　市民生活に影響する重要な案件を、説明会も開催せずに市議会が決めて良いのかとの意見がありますが、現行の地方自治制度では、選挙で選んだ首長・
代議員に一定の期間自らの権力行使を信託し政治を委託する「間接民主主義」を採用しています。首長は広範な行政権を有しますが、公平公正を担保す
るため、自治体にとって重要な案件を決定する際には議会の議決を関与させることとなっています（地方自治法第96条）。
　この仕組みの中で、使用料・手数料は市民生活に影響を及ぼす重要な事項であるため、条例で規定することとなっています。条例の原案を市長が策定
し、議案として市議会に上程、市議会では手続きに従って審議の上、最終的に採決されます。
　現行の間接民主主義の制度では、議会が議決する前の議案の段階で市民への説明会の開催を義務付ける手続規定はありません。市議会議員は、それぞ
れ選挙によって選ばれた市民の代議員として議案を慎重審議し、それぞれ可否の判断をされたものです。

ＱＱ
ＡＡ

フルコストに基づく原価とは？

　サービス提供に要する経費（原価）を、直接経費だけではなく必要経費の全てを対象として算定した結果を、フルコストに基づく原価といいます。
　例えば証明書を発行する原価は、直接経費のみを考えれば紙とインク代ですが、フルコストで考えると、事務所施設を維持するための経費、窓口職員
の人件費、証明発行する元となる情報を管理するデータベースの構築費用、証明書を発行するコンピュータシステムの開発維持経費なども加算する必要
があります。
※使用料・手数料に関する原価計算方法の詳細は、令和元年11月18日に策定した「使用料の算定基準」と「手数料の算定基準」をご覧ください。
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使用料・手数料の改定経過は？

　使用料・手数料については、サービスを利用する方と利用しない方の負担の公平性の観点から、利用者などに適正な算定基準に基づく負担をしていた
だく必要があります。稲城市では平成9年に「使用料の考え方と算定基準」、平成11年に「手数料の考え方と算定基準」を策定し、当該基準に基づき使
用料・手数料の算定を行ってきました。
　平成23年度より複式簿記・発生主義を基本とした新公会計制度を導入し、更に平成29年度からは総務省の「統一的な基準」に基づく新公会計制度へ
と移行したことから、減価償却費などを含めた施設や事業の管理運営に関わるフルコストを把握することができるようになり、今まで以上に正確なコス
ト計算が可能となりました。
　以上のことから、「持続可能な行政運営」・「利用者負担の適正化」を図るため、減価償却費を含めたフルコストの情報を活用した新公会計制度の視
点を盛り込んだ、新しい使用料の算定基準、手数料の算定基準を策定することとしました。令和元年10月29日の市議会総務委員会で説明、10月30日か
ら11月12日の間に市民意見公募を実施し、いただいた意見も参考にした上でこれらの基準を決定しています。
　市では、これらの算定基準をもとに、条例に規定されている使用料・手数料の全てを見直し、令和元年12月の第4回市議会定例会に上程したもので
す。

ＱＱ
ＡＡ

使用料・手数料の改定の目的は？

　今回の見直しに当たっては、「持続可能な行政運営」・「利用する方と利用しない方の負担の適正化」・「消費税率の引き上げへの対応」を図ること
を目的としています。
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持続可能な行政運営
　行政の運営やサービスの提供には経費がかかります。この経費の主な財源は
市税ですが、市税のみで全てを賄うことはできません。市税の額は、歳出全体
の額と比較して大きく不足し、国・都からの交付金・補助金など市税以外の歳
入に依存しており、使用料・手数料は市の重要な収入です。
　例えば平成31年度の予算では、一般会計356億9,400万円のうち、市税収入
は約153億3,700万円で、43％しか賄えていない状況です。市ではその他の収
入を確保すべく努力していますが、国・都からの補助金などは、その多くが使
用目的を定められた財源であり、自由に使うことはできません。一方、昨今は
子育て支援・高齢者福祉・障害者福祉などの行政課題に必要な義務的経費が右
肩上がりで増えており、慢性的な歳入不足（歳出超過）の状況で、基金（貯金）
の取り崩し等をしながら財政運営をしています。
　必要な行政サービスを維持していくためには、その財源を確保しなければな
らず、財源のめどが立たなければ、その行政サービス自体を廃止または縮小し
なければなりません。一般的に行政サービスの利用者から徴収する使用料・手
数料の設定額は、実際にかかる経費よりも低い水準に抑えられており、不足分
は税金で補填することになります。そのため、実経費と比較してあまりにも安
い金額に設定すると、市の財政を圧迫することとなってしまいます。
　税収などの財源が限られている中で行政サービスを維持していくためには、
使用料・手数料についても適時見直し、財政に負担とならない金額設定とし、
サービスの利用者から適正な対価をいただくことが必要です。

利用する方と利用しない方の負担の適正化
　使用料は、行政財産や公の施設の使用・利用の対価として利用者から徴収す
るものです。手数料は、特定の対象者のために行う事務の費用を賄うために徴
収するものです。
　使用料・手数料の金額は、サービス提供に要する経費と利用者が受ける利益
などを総合的に考慮して、各自治体が独自に設定をします。しかし、使用料・
手数料は安ければ良いという性質のものではありません。あまりにも安い金額
にすると税金での補填額が大きくなり、結果として他の行政サービスに使える
財源が減ってしまうことになります。使用料・手数料は、特定の利用者のため
に行う事務に必要な経費を賄うという性質のため、税金での補填額が大きくな
りすぎると、そのサービスを利用しない方からすれば不公平となってしまいま
す。

消費税率の引き上げへの対応
　消費税は、平成元年に3％で導入され、平成9年に5％、平成26年に8％、令
和元年に10％へ引き上げられました。一方で市の使用料・手数料は、これま
で逐次見直しを行っていないものが多く、消費税率を適正に転嫁・反映した金
額になっていないため、今回全面的に見直しを図る必要があります。

4月1日から
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「理論上の適正価格」
計算方法

1年間当たりのフルコスト÷利用実績など×（1－公費負担割合）×1.08
※公費負担割合は、30％であれば0.3で計算
※改定前の旧単価と比較するため、この時点では消費税率8％とします。

なぜ全面的に大幅な改定を
行うのか？

　市民生活に影響するから全面的な見直しをすべきでは
ないという意見もいただきましたが、改定の対象を一部
に留めてしまうということは、結果的に不公平が生じま
す。使用料・手数料はサービスの提供を受ける特定の方
が負担すべき性格のものですが、皆さんが全部のサービ
スを等分に利用しているわけではないからです。
　なお、使用料・手数料の見直しに当たっては、機械的
に「理論上の適正価格」に改定することはせず、大幅な
増額にならないよう調整し、市民生活への影響にも配慮
しています。

ＱＱ
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市庁舎駐車場は突然有料化の
方針となったのか？

　今回の使用料・手数料の見直しの一環として、市庁舎
駐車場を有料とする条例改正を行いましたが、これは今
回突然に決定したことではありません。市では、平成
23年6月に「駐車場有料化の考え方」を策定し、同年7
月の市議会総務委員会へ報告しています。
　この基本方針に沿って、これまで市議会に条例制定案・
改正案を上程し、平成24年度には健康プラザ・城山公
園（中央図書館）・大丸公園、平成25年度には稲城中央
公園・城山公園（テニスコート）・若葉台公園・稲城北
緑地公園の有料化を順次進めています。
　市役所と地域振興プラザについては、もともとこの基
本方針では平成27年度に有料化する予定でした。しか
し、駐車場の構造や車両配置などに課題があり、そのま
までは有料化できないため、施設整備後に改めて実施時
期を検討することとなっていました。
　市役所第一駐車場については、平成29年度に大規模
な改修工事を完了し、周辺の駐車場も施設整備のめどが
立ってきたことから、今回令和2年度内に有料化するこ
とで条例提案し、可決されたものです。
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改定額の具体的な算定方法は？

　サービス提供に要する経費（原価）の算定は、「使用料の算定基準」と「手数料
の算定基準」に基づき、個々のサービスごとに、フルコストに基づく計算をしてい
ます。この原価の1年間のフルコストを算出し、利用実績などで割ったサービス単
位当たりの金額に換算したものを「サービス単位当たりの原価」とします。
　しかし、サービスの種別によって、原価を使用料・手数料全額で賄うべきか、一
部を賄うべきか、性格が異なります。そこで、サービスの性質に基づいた公費での
負担割合を定め、公費負担以外の部分（利用者負担分）を使用料・手数料の「理論
上の適正価格」とします。その上で、現行単価と比較し理論上の適正価格が大きく
上回る場合は、急激な負担増の緩和を考慮し、更に、民間や周辺自治体の同種・類
似のサービス単価との比較も考慮して調整したものを、改定額としました。
※個々の項目の算定結果は、下表の「算定結果（例）」をご覧ください。なお、全
件は市�をご覧ください。
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市庁舎駐車場を有料化しても赤字となる
とのことだが？

　今回の条例提案にあたって、駐車場管理業者から参考見積を徴取したところ、収
支は約900万円の赤字となる見込みが示されました。この収支予測は、事業の採算
性を検討する上でやや固めの見積もりでした。これまで市役所専用駐車場として無
料開放する代わりに、市役所利用者以外の使用を禁止し、夜間は閉鎖している状況
での利用実態をもとに、収支予測を算出したものです。
　先に実施した公園内駐車場の有料化の際にも、赤字ぎりぎりとの収支予測でした
が、有料化後の実績としては一定の黒字となっています。市役所の立地状況や、有
料化後は市役所利用者でなくとも使用できる点などを考慮すると、収支は均衡する
ものと見込まれます。
　ところで、駐車場有料化の目的は、第一に市役所利用者ではない方が長時間駐車
してしまう不適切利用の防止にありますが、もう一つの目的は、空車・満車の自動
表示をすることにあります。
　市役所の駐車場はそれぞれ離れており、第一駐車場が満車となった際に第二駐車
場へ誘導できたら便利ですが、これまでは不可能であり、利用者にご不便をお掛け
していました。もし、駐車場を無料のままで、それぞれの空き状況を表示しようと
すると、各駐車場に最低1人ずつ人員を配置し、空き状況をリアルタイムに把握し
なければならず、相応の経費がかかります。その点、機械導入して有料化すれば、
リアルタイムに駐車場の空き状況を電光掲示板で表示できます。
　つまり、仮に駐車場自体の収支が少々の赤字であったとしても、リアルタイムに
空き状況が表示できるという利便性向上と比較すれば、十分に経費効果があると考
えます。

ＱＱ
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算定結果（例）

他市比較

単価（円）原価・理論上の適正価格の算出

詳細
使用料名
（施設名）・
手数料名

新単価
（消費税
10％）

旧単価
（消費税
8％）

理論上の
適正価格

（消費税8％）
公費負担
割合

サービス単位
当たりの原価利用実績など

1年間当たり
のフルコスト
（円）

稲城市改定額＝9.8円／席・時間、
25市（54施設）＝2～24円／席・時間、
平均12.5円／席・時間

2,4001,7506,035

50％

11,175円／時間2,415時間26,987,939ホール

中央公民館
稲城市改定額＝6.9円／㎡・時間、
25市（167施設）＝1～25円／㎡・時間、
平均7.4円／㎡・時間

3302106271,162円／時間1,865時間2,166,821実習室

稲城市改定額＝2.0円／㎡・時間、
25市（17施設）＝0.6円～3.6円／㎡・時間、
平均1.9円／㎡・時間

9,8008,64017,51932,443円／コマ
（2時間50分）

1,942コマ
（2時間50分）63,004,308メインアリーナ

（貸切）総合体育館

稲城市改定額＝790円／時間、
25市（39施設）＝125～1,050円／時間、
平均517.6円／時間

1,5801,0302,501

30％

3,308円／コマ
（2時間）

17,207コマ
（2時間）56,921,168テニスコート

（人工芝）
テニスコート

稲城市改定額＝550円／時間、
25市（39施設）＝125～1,050円／時間、
平均517.6円／時間

1,1007204,2495,620円／コマ
（2時間）

3,138コマ
（2時間）17,635,306テニスコート

（ハード）

稲城市改定額＝11.6円／㎡・時間、
25市（50施設）＝9～19円／㎡・時間、
平均11.1円／㎡・時間

1,2207701,68250％3,116円／時間2,024時間6,306,039会議室（大）地域振興プラザ

25市平均　5,230円（月額）5,2005,0006,74670％22,487円
／人・月

8,355人・月
／年187,874,954育成料学童クラブ

200円＝8市、250円＝2市、300円＝15市300200629

0％

629円／件54,917件34,555,108住民票の写しの交付住民票手数料

200円＝9市、250円＝2市、300円＝14市300200690690円／件15,940件10,998,035市民税・都民税課税
（非課税）証明書

税務関係諸証明
手数料

2,000円＝多摩市、2,500円＝調布市、
3,000円＝日野市3,0002,00013,48012,482円／件440件5,491,886自転車の返還放置自転車等

撤去手数料

稲城市改定額＝2円／リットル、
多摩川衛生組合構成市（府中・国立・狛江）
＝2円／リットル

10812

70％

37円／枚

95,128,874
リットル706,732,743

特小袋（5リットル）

一般家庭ごみ
指定収集袋

20152474円／枚小袋（10リットル）

403048149円／枚中袋（20リットル）

806096297円／枚大袋（40リットル）
※学童クラブ育成料、住民票・税務関係諸証明手数料は、法令により消費税非課税　※小数点以下は四捨五入
※一部のみの抜粋掲載です。詳細は市�をご覧ください。
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